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真庭市物品調達等条件付一般競争入札公告共通事項

１ 入札に参加できる者に必要な資格
(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に該当しない者であること。
(2) 真庭市物品購入及び役務の提供等に係る入札参加資格審査規程(平成20年真庭市告示第24号)第６条
の規定により入札参加資格を有すると認められる者であること。

(3) 入札の公告日から落札者が決定する日までの間において、真庭市長から真庭市建設工事等入札参加資格者
に係る指名停止規程(平成18年真庭市告示第202号）による指名停止を受けていないこと。

(4) 入札の公告日から落札者が決定する日までの間において、真庭市建設工事等暴力団排除対策措置規則(平
成17年真庭市規則第213号)に基づく指名停止を受けていないこと。

(5) 会社更生法(平成14年法律第154号）第17条の規定による更生手続開始の申立てがなされている者、又は
民事再生法(平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立てがなされている者（更生
手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。

２ 入札参加資格の確認
(1) 入札執行前に行う基本的な入札参加資格の確認

次に掲げる基本的な入札参加資格を入札執行前に確認し、入札参加資格がないと認められた者は入札に参
加することができない。
ア 真庭市入札参加資格（当該入札に係る業種に限る。）の有無
イ 指名停止、指名除外又は営業停止命令の有無
(2) 入札執行後に行う入札参加資格の確認

開札の結果、予定価格以下の金額での応札があった場合（最低制限価格を設定した場合においては、予定
価格以下の金額で最低制限価格以上の金額での応札があった場合）、落札決定を保留し、最低価格入札者
（最低制限価格を設定した場合においては、予定価格以下の金額で最低制限価格以上の金額をもって応札し
た者のうち入札価格が最も低いもの）から入札価格の低い順に、１者ずつ公告及び本書に基づくすべての入札
参加資格の確認を行う。入札参加資格が確認できた時点で終了し、その他の者についての入札参加資格は確認
しない。
入札参加資格の確認は、本書１の(1)から(5)まで及び公告２の(1)から(4)までの番号順に行い、入札参加
資格がないと認められた時点で確認を終了し不適格とする。その他の事項については確認を行わない。

３ 仕様書等に関する質問及び回答
(1) 仕様書等に関する質問は、ＦＡＸによってのみ受け付けるものとし、提出の期限並びに提出先は、別添公告で
定めるところによる。

(2) (1)の質問に対しては、公告で定めるところにより回答する。

４ 入札の執行
(1) 入札執行回数は、２回までとする。

(別紙)
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(2) 落札者にあっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、
消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相
当する金額を入札書に入力するものとする。

(3) 最低制限価格制度を設定した場合において、入札価格が最低制限価格を下回った者の入札は失格とする。
(4) 落札者となるべき同価格の入札者が２人以上ある場合は、当該入札者にくじを引かせて落札者を決定する。
(5) 落札者がいない場合は、入札不調とする。

５ 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は無効とし、無効の応札を行った者を落札者としていた場合には、落札の決定を取り
消す。
(1) この公告及び本書で示した入札参加資格のない者のした入札
(2) 申請書等に虚偽の記載をした者のした入札
(3) 公告において示した条件に違反した入札

６ 落札者の決定方法
真庭市財務規則第107条の規定による予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者
（最低制限価格を設定した場合においては、予定価格以下の金額で最低制限価格以上の金額をもって応札した者
のうち最低の価格をもって有効な入札を行った者）を落札候補者とし、その後、入札参加資格の審査等を行い、落
札者を決定する。審査の結果、資格がないと認められた者には参加資格審査結果通知書を送付する。

７ 入札保証金
真庭市財務規則（平成17年真庭市規則第54号。以下「規則」という。）第106条各号のいずれかに該当
する場合は、減免する。

８ 契約保証金
原則として、契約保証金（契約金額の100分の10以上の額）の納付又は契約保証金に担保を付するものとす
る。
なお、規則第122条第3号の規定により契約保証金の全部又は一部が減免となる場合がある。

９ その他
(1) 申請書等に虚偽の記載をした場合においては、指名停止を行うことがある。
(2) 申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
(3) 提出された申請書等は、入札参加資格の確認以外の目的では使用しない。
(4) 提出された申請書等は、返却しない。
(5) 提出期限後における申請書等の差替え及び提出は、認めない。


